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1．概 要 

1.1 調 査 概 要 

 （1）調 査 名：本庁舎の基礎杭及び地下連続壁の効果等に関する耐震性能の検証業務 

                                     に伴う地質調査 

 （2）調 査 地：熊本県熊本市中央区手取本町 1番 1号（図-1.1.1「調査地案内図」参照） 

 （3）発 注 者：熊本市 

 （4）受 注 者：株式会社 山下設計 

 （5）調 査 担 当：株式会社 東京ソイルリサーチ 九州支店 

 （6）調 査 期 間：令和 2年 06 月 09 日 ～ 令和 2年 16 月 19 日（現場調査期間） 

 （7）調 査 内 容：以下に概要を示し、表-1.1.1 に実施数量表を示す。 

         ① ボ ー リ ン グ 調 査  01 ヶ所 延べ深度 26.0ｍ 

         ② 標 準 貫 入 試 験  01 ヶ所     計 21 回 

         ③ Ｐ Ｓ 検 層  01 ヶ所       21ｍ 

 （6）標 高 基 準：敷地北東側の熊本市補助点（Ｈ＝T.P.+10.78ｍ）を基準とした。 

 【巻末の現場写真記録及び基準点資料（p.56～57）参照】 

 （7）成 果 品：提出する成果品とその部数は下記のとおりである。 

          ① 報告書（Ａ４版）                 3 部 

          ② 土質標本（巻末の柱状図に示す標準貫入試験毎）   1 式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-1.1.1 調査実施数量表 

(m) (m) (m) (m) (回) (m)

No.1 +8.15 26.0 21.0 5.0 21 21
25～26m
余掘り

※1 排気塔内部にて実施（別紙図-1.1.3 排気塔概要図 参照）

※2 ダウンホール法 1mﾋﾟｯﾁで測定
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1.1

国土地理院発行1万分の１地形図
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1.2 調 査 方 法 

（1）ボ ー リ ン グ 

 1）準 備 ・ 仮 設 

 ボーリング地点の地盤高は、指示された水準点等から水準測量して求めた。 

 調査ボーリングの機械や資材は、小型移動式クレーン付き 3tトラックを使用して調査地点

まで運搬した。仮設については、図-1.2.1 に示す他、下記の手順により実施した。なお、搬

入出時（①～③実施時 2日、⑥実施時 2日）は、道路使用許可を取得した上、歩道、車道の

1車線を封鎖して作業を行った。 

① ボーリング機材を載せる足場（2×5ｍ四方程度）を仮設した。 

② ボーリング機材を足場上に設置した。 

③ 排気搭の底面から、止水フランジ・ケーシングを立ち上げた(図-1.2.2(1)～(5)参照）。 

  その際、排水ポンプや昇降ハシゴ等も設置した。 

④ 周囲をシートで養生した。 

⑤ 掘進作業・PS 検層。 

⑥ 機材撤去。 
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図
被圧地下水下における既存地下室内で
の調査ボーリング止水対策の手順
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図
被圧地下水下における既存地下室内で
の調査ボーリング止水対策の手順
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図
被圧地下水下における既存地下室内で
の調査ボーリング止水対策の手順
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図
被圧地下水下における既存地下室内で
の調査ボーリング止水対策の手順
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図
被圧地下水下における既存地下室内で
の調査ボーリング止水対策の手順
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 2）掘 進 作 業 

 調査ボーリングは、図-1.2.3 に示すような油圧式ロータリーボーリング機械を使用し、標

準貫入試験を併用しながら外径φ86mm のノンコアボーリングを行った。 

掘削には、メタルクラウンを装着したシングルコアチューブを用いた。孔壁の保護には 

φ86～116mm のケーシングパイプ及びベントナイト泥水を使用した。 

なお、調査終了後のボーリング孔は、セメントミルクで埋戻し、フランジ・ケーシングは

振れ止め防止対策を施した状態（巻末の現場写真記録参照）で残置した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1.2.3 使用ボーリング機械模式図
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（2）標 準 貫 入 試 験 

標準貫入試験は、JIS A 1219 に基づき実施した。この時のドライブハンマー（重錘）の落

下は「半自動落下法」により行った（図-1.2.4 参照）。 

試験深度は、原則として 1ｍ毎とし、試験深度に達したら孔底のスライムを入念に排除

し、15cm の予備打ちを行った後、本打ちとした。本打ちは 10cm 毎の打撃回数を記録しなが

ら、累計 30cm 貫入に要する総打撃回数Ｎを測定した。打撃回数の上限は 60回とし、60 回を

打撃した時点で貫入量が 30cm に満たない場合には、その時の貫入量を記録し終了とした。 

予備打ちは、孔底の乱れを取り除き、レイモンドサンプラーやロッドを安定させるために

行うものであるが、地盤が硬く、その必要がない場合は省略する。 

標準貫入試験時に得られた試料は、土質の観察をした後、一部を土質標本用の試料として

試料ビンに詰め、残りは含水量等試料の変化を防ぐことを目的にビニール袋に密封して保存

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図-1.2.4 標準貫入試験装置図
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 （3）Ｐ Ｓ 検 層 

① 概 要 

 ＰＳ検層は、ボーリング孔を利用して、地盤内を伝播する弾性波（Ｐ波，Ｓ波）速度の深

さ方向の分布を測定するものである。この結果を用いて、地盤のポアソン比，剛性率および

ヤング率を求めた。 

② 測 定 方 法 

 測定は、地盤工学会基準(JGS1122-2012)に準拠し、ボーリング No.1 地点において行った。 

 測定方法は、GL-5ｍ～25ｍ間を「ダウンホール方式」を用いて実施した。なお、測定間隔

は、1ｍ間隔で実施した。 

 以下、ダウンホール方式の概要について述べる。 

 ダウンホール方式の測定の概要は、図-1.2.5 に示すとおりである。 

 Ｐ波の起振は、原則として地面に置いた木杭や木製厚板などを鉛直方向に強打すること

により行った。また、Ｓ波は地面に設置した厚板の木口を水平方向に打撃することにより行

った（写真-1.2.1(1),(2)参照）。 

 これら弾性波の記録は、孔内に設置した受振器で検出され、適切な電圧に増幅した後、  

Ａ/Ｄ変換を行い測定器のメモリーに収録した。 

 各深度の測定は、起振を数回繰り返し、重ね合わせ（スタッキング処理）によりＳＮ比の

向上を図った。さらに、Ｓ波については、正反両方向の起振を行いＳ波位相の反転を確認し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-1.2.1(1) P 波起振方法 写真-1.2.1(2) S 波起振方法 
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③ 測 定 器 の 仕 様 

 ダウンホール方式の測定器の仕様は、下記のとおりである。 

ａ）孔内式受振器 

型 式：HS-J 型（速度型） 

成 分 数：3成分（水平 2成分，上下 1成分） 

感 度：100mV･s･cm-1 

周 波 数 特 性：28～300Hz 

圧 着 装 置：ゴムパッカー式 

ｂ）記録装置 

形 式：McSEIS-SX MODEL-1125 

成 分 数：24成分 

周 波 数 特 性：10～4600Hz 

Ａ ／ Ｄ 分 解 能：18bit 

サンプリングレート：25,50,100,200,500,1000μs 

Ｃ Ｐ Ｕ：i486SL(33MHz) 

記 録 装 置：内蔵ハードディスクドライブ 

ｃ）ガスボンベ・圧力調整器 

窒素ガスボンベ：1500 ㍑/ノルマル 初期圧力  15 MPa 

圧 力 調 整 器：一次限界圧力（ボンベ側）   25 MPa 
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④ 解 析 方 法 

 ダウンホール方式における記録波形の処理と解析の流れは、図-1.2.6 に示すとおりであ

る。以下、順を追って説明する。 

1）走時の読み取り 

 現場測定で得られたＰ波とＳ波の記録波形を深度順に整理し、深さ毎に起振時からＰ波

またはＳ波が到達する時間（走時）を読み取る。なお、Ｓ波は、深度順に整理する前に、

水平２成分の波形の粒子軌跡（パーティクルオービット）から、起振の方向に対する受振

器の角度を求め、この角度により水平２成分の波形を合成し、起振方向と同じ方向に補正

している。 

2）走時曲線の作成 

 読み取ったＰ波とＳ波の走時を横軸に、深度を縦軸にとって走時曲線を作成する。この

際走時は、図-1.2.6 に示すように、弾性波の伝播経路をボーリング孔軸上に設定するた

め、距離補正を行っている。 

3）弾性波速度の算出 

 Ｐ波とＳ波速度は、ボーリング調査結果等を参考に層区分を行い、その区間の距離補正

した走時曲線の傾きから求める。さらに、求めた弾性波速度と各層の密度値から、ポアソ

ン比νd，剛性率Ｇdおよびヤング率Ｅdを下式にて算出する。 

ポアソン比 ： ｝1-)/Ｖ2｛(Ｖ

2-）/Ｖ（Ｖ
＝ν

2
ＳＰ

2
ＳＰ

d

 

剛 性 率           ： 
 
2
Ｓd＝ρＶＧ
 (kN/m2) 

ヤ ン グ 率           ： νd)･Ｇd+＝2(1Ｅd  (kN/m2) 

［記    号］ 

νd：ポアソン比，Ｖｐ：Ｐ波速度，Ｅd：ヤング率 

Ｖｓ：Ｓ波速度，Ｇd：剛性率，ρ：密度 
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2.1 地 形 概 要 

 熊本市街地にあたる熊本平野は、図-2.1.1 に示すように、三方を台地や山地に囲まれ、西

方を有明海に開いた平野である。熊本平野の主体は阿蘇外輪山に源を発する白川と緑川によ

る三角州性の低地から構成され、海岸付近の干拓地も含んでいる。 

 このうち調査地は、「熊本平野（図中記号 H）」のうち「熊本低地（図中記号 H2）」の中央部

北寄り、南方の白川および北方の坪井川にはさまれた自然堤防上に位置し、標高は 10ｍ程度

を有する。 

 図-2.1.2 に調査地周辺の古地図を示す。これによれば、調査地が熊本城下ということもあ

り、藩や政府の施設が置かれ、江戸時代や細川藩時代には、御馬屋や武家屋敷、明治時代には、

軍の施設が存在していたことがうかがえる。 
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2.2 地 質 概 要 

 熊本市の地質は、図-2.2.1～2.2.2 の調査地周辺の地質図及び地盤図資料（地質断面図）に

示すように、古生代から中生代にかけての堆積岩類や変成岩類を基盤とし、これを第四紀の火

山岩類が覆い、さらにその上位を第四紀層が厚く覆っている。 

 第四紀層は、火山活動に伴う溶岩や火砕流堆積物（阿蘇火砕流主体）と、白川や緑川等によ

る氾濫原堆積物から構成される。なお、第四紀層の最上位は台地部では降下火山灰（ローム）

が分布し、低地部では海成沖積層（有明粘土相当）が分布する。 

 また、熊本市の東部には、託麻面と称される中位段丘が広がり、託麻砂礫層と呼ばれる更新

世後期の砂礫層から構成される。託麻砂礫層は、Aso-4 火砕流堆積物の上部一面を覆っており、

熊本平野の地下においても広く分布している。 

 このうち、調査地では、浅部から第四紀の未固結堆積物が分布し、以深は託麻砂礫層が分布

する。託麻砂礫層の下位は、図-2.2.2 によれば、阿蘇火砕流堆積物（Aso-4 火砕流堆積物）が

分布するようである。また、調査地南西方の花岡山や北東方の立田山は、古金峰火山岩類に属

することから（図-2.2.1 参照）、調査地にも古金峰火山岩類が深部に分布する可能性も考えら

れる（表-2.2.1 参照 黄色部分が今回確認層）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放射年代 層厚

(千年) （ｍ）

　氾濫原堆積物 - -

　有明粘土層 (約9） -

　島原海湾層 18 24～32

　保田窪・託麻砂礫層 - 15～20

　Aso-4火砕流堆積物 80～90 6～20

　御幸層・布田層
　Aso-4/3間堆積物

- 20～30

　Aso-3火砕流堆積物 120～130 8～20

　砥川溶岩 （約150） 60

　Aso-2/1間堆積物 - 35～135

　Aso-1火砕流堆積物 250～280 10

　水前寺層 (約300＋） 35＋

※　出典「熊本市周辺地盤図」2003年　社団法人　熊本県地質調査業協会

　　p37に加筆（赤字）

時代 層 序

完新世

更

新

世

後

期

中

期

更新世前期
　金峰山火山岩類
　大岳火山岩類

- -～

鮮新世

表-2.2.1 熊本市および周辺地域地下の地質層序表
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2.3 熊本県周辺の活断層及び地震履歴 

 図-2.3.1 に「熊本周辺の活断層」、図-2.3.2 に「九州・熊本県内の地震・災害履歴（2001 年

まで）」を示す。それによると、熊本市市街地の北側には、「立田山断層」（長さ約 14.3km（推

定））が東西に伸びるほか、調査地の東～南方には、「布田川断層帯」（全体の長さ約 64km 以上

（推定））、および「日奈久断層帯」（全体の長さ約 81km 以上（推定））が分布する。 

 熊本市周辺の地震としては、図-2.3.2 に示すように 1889 年 7 月 28 日に「立田山断層」の

一部の活動によるものとされる「熊本地震（旧）」がある。本地震はいわゆる都市直下型地震

にあたり、被害としては、死亡者 20名、家屋全壊 200 戸等の他、44 ヶ所（内、25ヶ所は市街

地）の噴砂・噴水が発生している。 

 熊本市街地では、「熊本地震（旧）」以降 120 年以上、マグニチュード 6を超える地震は発生

していなかったが、2016 年 4月 14 日に「日奈久断層帯（高野-白旗区間）」を震源とする「熊

本地震 前震（マグニチュード 6.5）」が発生した。また、2日後の 4月 16 日には、「布田川断

層帯（布田川区間）」を震源とする「熊本地震 本震（マグニチュード 7.3）」が発生した。 

 これらの地震では余震も数多く発生し、一連の地震による被害は、死亡者 273 人（震災関連

死含む）、重傷者 1203 名、住宅全壊 8667 棟の被害が報告されている（被害者数等は平成 31年

4 月 12 日現在内閣府 HPにおける）。 

 調査地は、「熊本地震（旧）」を引き起こした立田山断層から南南東に約 0.9km、「熊本地震」

を引き起こした日奈久断層帯および布田川断層帯からは、それぞれ北西に約 12km、北北西に

約 5km の位置にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

26



27



28



3．調 査 結 果 

3.1 地盤構成およびＮ値 

ボーリング調査結果は、巻末の土質柱状図に示すとおりである。また、調査地の地質層序表を

表-3.1.1 に、推定土層断面図を図-3.1.1 に示す。なお、推定土層断面図は、以下の既存調査の

調査結果を参考とし作成した。既存調査資料は巻末資料 P.43 に添付している。 

「熊本市庁舎新築工事に伴う敷地地盤の常時微動および弾性波速度調査」 

 S53 早稲田大学理工学部研究所実施分 

調査地の地盤構成を総括すると、深度 20ｍ付近から分布する第四紀更新世の古金峰火山岩類

を実質的な基盤として、その上位に第四紀更新世～完新世の未固結堆積物（洪積層・沖積層）が

分布する。 

以降では、土層毎に特徴を述べる。 

 

 

 

表-3.1.1 地質層序表

記号 主 な 構 成 土 質 Ｎ値
※1

砂 質 土 層 as 礫混じり中砂 12～29

礫 質 土 層 asg 玉石混じり砂礫
14～22

（一部50以上）

粘 性 土 層 ac 粘土質シルト 2～6

洪

積

層

託麻砂礫層相当

礫 質 土 層
dg 玉石混じり砂礫

31～46
（一部50以上）

強 ～ 中 風 化 部 ki(hw) 強風化凝灰角礫岩 10～41

弱 風 化 部 ki(w) 風化凝灰角礫岩
57～60以上
（一部50以下）

※1 Ｎ値は既存調査も含めた値。

地 質 時 代 地 層 名

新

生

代

第

四

紀

完

新

世

沖

積

層

更

新

世

火

山

岩

類

古

金

峰
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（1）沖積層（as,asg,ac） 

 排気塔底面から深度 14.20ｍ（標高-6.05ｍ）まで分布している。 

 ここでは、層相により、砂質土層（as）、礫質土層（asg）、粘性土層（ac）の 3層に区分し

た。 

① 沖積層-砂質土層（as） 

 深度 8.80ｍ（標高-0.65ｍ）まで分布し、層厚は 3.45ｍである。 

 暗灰色の礫混じり中砂から構成される。 

 礫はφ2～70 ㎜程度の硬質な亜円礫主体で、所々卓越し砂礫状となる。また、細粒分は少

なく、含水量は多い。 

 Ｎ値は 12～29 を示し、締まり具合は「中位」と評価される。 

② 沖積層-礫質土層（asg） 

 深度 10.40ｍ（標高-2.25ｍ）まで分布し、層厚は 1.60ｍである。 

 暗灰色の玉石混じり砂礫から構成される。 

 玉石は最大φ80㎜程の安山岩で、非常に硬質である。 

 マトリックスは中砂主体で、含水量は多い。 

 Ｎ値はおおむね 14～22 を示し、締まり具合は「中位」と評価される。 

③ 沖積層-粘性土層（ac） 

 深度 14.20ｍ（標高-6.05ｍ）まで分布し、層厚は 3.80ｍである。 

 暗灰色の粘土質シルトから構成される。 

 腐植物が少量混入し、粘着性は中位と評価される。 

 Ｎ値 2～6を示し、硬さは「軟らかい～中位」と評価される。 
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（2）洪積層-礫質土層（dsg） 

 沖積層の下位に、深度 17.40ｍ（標高-9.25ｍ）まで分布し、層厚は 3.20ｍである。 

 玉石混じり砂礫から構成される。色調は暗褐～暗灰色と変化が見られる。 

 玉石は最大φ100 ㎜程の安山岩で、短棒状にコア採取される。コアはハンマー打診で澄ん

だ音を発し、強打で容易に割れない。 

 マトリックスは中砂主体で、細粒分をほとんど含まず、含水量は多い状態にある。 

 Ｎ値はおおむね 31～46 を示し、締まり具合は「締まっている～非常に締まっている」と評

価される。 

（3）古金峰火山岩類（ki(hw),ki(w)） 

 当敷地の実質的な基盤となる地層で、洪積層の下位に分布し、出現深度は深度 17.4ｍ（標

高-9.25ｍ）である。ここでは、Ｎ値 50以下を強風化部（ki(hw)、Ｎ値 50以上を弱風化部

（ki(w)）に区分した。 

① 古金峰火山岩類-強～中風化部（ki(hw)） 

 深度 19.80ｍ（標高-11.65ｍ）まで分布し、層厚は 2.40ｍである。 

 淡灰色の強風化凝灰角礫岩から構成される。 

 層中には、硬質な礫状部と軟質な基質部が混在する。 

 礫状部はφ2～40㎜程度の亜円・亜角礫主体で、基質部は大半が指圧で崩せ、凝灰質細砂

状となる。 

 Ｎ値は 10～41 とばらつきがあり、砂質土として評価すると、締まり具合は「緩い～締まっ

ている」と評価される。 
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② 古金峰火山岩類-弱風化部（ki(w)） 

 深度 19.80ｍ（標高-11.65ｍ）以深に分布する。 

 風化凝灰角礫岩から構成される。色調は、灰褐～暗灰色と変化が見られる。 

 層中には硬質な礫状部と軟質な基質部が混在する。 

 礫状部は最大φ150 ㎜程の棒状にコア採取され、安山岩質である。 

 コアはハンマーの打診で澄んだ音を発し、強打で容易に割れない。 

 基質部は大半が指圧～ハンマー軽打で崩せ、凝灰質粘土～細砂状となる。 

 Ｎ値は大半が 57～60 以上を示し、「強固」な岩盤と評価される。 
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3.2 地下水位について 

 ボーリング調査期間中に測定した孔内水位をまとめ、表-3.2.1 に示す。なお、表には、既存

調査で確認された無水掘り水位も明記している。 

 

ベントナイト泥水やケーシングによって孔壁の透水性を損なった後の水位ではある

が、作業期間中の泥水水位は標高+6.80～+7.65ｍで確認している。 

昭和 53 年に実施した既存調査 No.6 では、無水掘り水位を標高+7.13ｍで確認してい

る。 

 上記から総括すると、調査地の地下水位（自由地下水位）は、標高+7.15ｍ前後に分布するも

のと推察される（図-3.2.1 参照）。なお、これらの水位はごく限られた期間のボーリング孔で

の水位であり、降雨および季節変化などによる変動も考えられるため、確実な水位を必要とす

る場合には長期的な観測や試験掘りなどにより別途確認することが望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

深度
※1

(m)

標高
（m）

6/12 0.50 +7.65 泥水水位 孔口標高+8.15ｍ

6/13 1.00 +7.15 泥水水位 〃

6/15 1.35 +6.80 泥水水位 〃

6/16 1.00 +7.15 泥水水位 〃

4.30 +7.13 無水掘り水位 孔口標高+11.43ｍ

備考

※1 ボーリング孔口からの深さ

地点
番号

測定
月日

孔内水位

水位測定方法

No.1

既存調査No.6

表-3.2.1 孔内水位一覧表

推定地下水位
標高+7.15ｍ付近

図-3.2.1 孔内水位概要図

34



3.3 ＰＳ検層結果 

① ダウンホール方式の記録波形 

 記録波形は、巻末資料に示すとおりである。ダウンホール方式の記録波形図の縦軸と横

軸は、それぞれ深度と時間を示している。なお、各弾性波の起振時は 0秒の位置であり、

各弾性波が測定深度に到達したときの初動の位置は、●印で示している。 

② 走時曲線（ダウンホール方式） 

記録波形から読み取ったＰ波とＳ波の走時曲線は、巻末資料に示すとおりである。走時

曲線の縦軸と横軸は、それぞれ深度と走時を示している。Ｐ波とＳ波の補正走時は、それ

ぞれ●印と○印で示している。Ｐ波とＳ波の伝播速度は、それぞれ●印と○印を結んだ直

線の傾きから求められ、これらの値は各直線上に併せて示している。 

③ Ｐ波・Ｓ波の速度分布 

本調査地盤におけるＰ波・Ｓ波の速度分布と、これらの速度値から計算された弾性諸定

数は表-3.3.1、図-3.3.1 に示すとおりである。また、図-3.3.2 には、既存調査も含めたＰ

波速度およびＳ波速度の数値を断面図に記載している。 

同図表にあるとおり、調査地のＰ波速度、Ｓ波速度は共に6層に区分される。これらを土

層区分やＳ波速度分布に着目して3層に大別し、それぞれの概要を以下に示す。 

 

 

 

 

表-3.3.1 ＰＳ検層結果一覧表 

深度
GL-(m)

湿潤密度

(g/cm3)

P波速度
(m/s)

S波速度
(m/s)

ﾎﾟｱｿﾝ比
剛性率
(kN/㎡)

ﾔﾝｸﾞ率
(kN/㎡)

05.35　～　08.80 1.80 1,520 200 0.491 72,000 214,700

08.80　～　10.40 2.00 145,800 433,600

10.40　～　10.90 123,900 368,600

10.90　～　13.80 43,500 130,100

13.80　～　14.20 232,700 688,800

14.20　～　17.40 2.00 1,880 370 0.480 273,800 810,400

17.40　～　19.80 1.90 1,990 360 0.483 246,200 730,400

19.80　～　25.00 2.00 2,070 490 0.470 480,200 1,412,000

0.495

0.487

1.70

1,700

1,590

270

160
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1) GL-5.35ｍ～GL-13.80ｍ 

Ｐ波速度は 1,520～1,700 m/s、Ｓ波速度は 160～270 m/s である。 

Ｐ波速度は、水中伝播速度（Vp≒1500 m/s）を上回り、飽和した地盤に見られる値と

なっている。 

Ｓ波速度は、おおむね 200 m/s を上回り、やや締まった、あるいはやや硬い地盤に見

られる値となっている。 

2) GL-13.80ｍ～GL-19.80ｍ 

Ｐ波速度は 1,880～1,990 m/s、Ｓ波速度は 360～370 m/s である。 

Ｐ波速度は、飽和した地盤に見られる値となっている。 

Ｓ波速度は、300 m/s を上回り、締まった地盤に見られる値となっている。 

 

3) GL-19.80ｍ～GL-25.00ｍ 

Ｐ波速度は 2,070 m/s、Ｓ波速度は 490 m/s である。 

Ｐ波速度は、やや風化の進行した岩盤に見られる値となっている。 

Ｓ波速度は、400 m/s を上回り、剛性の高い地盤に見られる値となっている。 

 

 

 

 

 

 

―以 上― 
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Ｂｏｒｉｎｇ　Ｎｏ.１

フ ラ ン ジ 設 置 フ ラ ン ジ 設 置
( 削 孔 状 況 ) (アンカー打設状況)

機 械 搬 入 状 況① 機 械 搬 入 状 況②
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Ｂｏｒｉｎｇ　Ｎｏ.１

フ ラ ン ジ 設 置 フ ラ ン ジ 設 置
(モルタル施工状況) ( 設 置 完 了 )

フ ラ ン ジ 設 置 フ ラ ン ジ 設 置
( コーキング状況 ) ( ナ ッ ト 締め状況 )
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交通誘導員配置状況①

交通誘導員配置状況②

目隠しシート設置状況

Ｂｏｒｉｎｇ　Ｎｏ.１
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Ｂｏｒｉｎｇ　Ｎｏ.１

標 準 貫 入 試 験① 標 準 貫 入 試 験②

全 景 掘 進 状 況
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Ｂｏｒｉｎｇ　Ｎｏ.１

Ｐ Ｓ 検 層 Ｐ Ｓ 検 層
( Ｓ 波 起 振 ) （ 測 定 状 況 ）

Ｐ Ｓ 検 層 Ｐ Ｓ 検 層
(ゾンデ挿入状況) ( Ｐ 波 起 振 )
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Ｂｏｒｉｎｇ　Ｎｏ.１

孔 内 閉 塞 状 況
(セメンテーション )

ベントナイトペレット充填状況

残 尺 検 尺
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Ｂｏｒｉｎｇ　Ｎｏ.１

振 れ 止 め 設 置 前

振れ止め設置状況
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Ｂｏｒｉｎｇ　Ｎｏ.１

振れ止め設置完了③ 振れ止め設置完了④

振れ止め設置完了① 振れ止め設置完了②
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Ｂｏｒｉｎｇ　Ｎｏ.１

調 査 完 了 ① 調 査 完 了 ②
( 排 気 塔 下 ) ( 排 気 塔 下 )

調 査 完 了 ① 調 査 完 了 ②
( 排 気 塔 上 ) ( 排 気 塔 上 )
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Ｋ　 Ｂ 　Ｍ
補助点(Ｈ＝10.78ｍ)

遠 景

近 景 ( １ ) 近 景 ( ２ )
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